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1　研究の概要
1─1　要旨
近年、Born Global Company（以下、BGC）という創業当初から海外進出を行う企業の
存在感が増してきている。従来、国際経営論において、企業とはその企業が成立した国内
において成長し、その後海外進出では、製品の輸出から始まり、次第に海外での現地法人
の設立や直接生産などを果たしていくという漸進的な国際展開が一般的とされてきた。し
かし、BGC はこの従来の漸進的国際展開モデルに全く当てはまらない企業形態であり、
早期に国際化を成し遂げ、保有する経営資源に制約がある中持続的競争優位を構築する点
に特徴がある。
そこで我々は、企業の早期国際化要因と持続的競争優位の構築について研究を進めた。
まず、企業の早期国際化については、自社の保有資源が乏しいという制約に対して「外部
連携」による解決を考察した。ここでは小米（シャオミ）を例に取り上げ、先に述べた外
部連携によって「資源獲得」と「価値創出」をどのように実現したかを考察する。
次いで早期国際化を成し遂げた BGC がその後いかに市場において生き残るか、つまり
どのようにして持続的競争優位を構築していくかを検討する。我々は BGC の規模の小さ
さや持ちうる資源に関する制約などについて着目し、ポジショニングアプローチから最適
な戦略を考える。また BGC と同様に保有する経営資源に制約を抱えながらも焦点差別化
戦略により競争優位を構築しているグローバルニッチトップ企業を取り上げることで、競
争優位を生み出す源泉を考察していく。
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1─2　研究の意義
本研究は、BGC の活動を分析することにより、企業の早期国際化と持続的競争優位を
いかに構築するかを考察し、その要因を日本企業にも適用可能か検討することで、日本企
業の国際化を成功させる条件を探ることが目的である。かつて製造業を中心に日本企業は
世界でその存在感を発揮し、様々な製品を世界に輸出し “ものづくり大国 ”と称されるほ
どであった。しかし、近年、製造業では韓国や中国といった企業にその立場を奪われ、ま
た IT などを含めた新しい産業などではアメリカ企業などが存在感を放ち、日本からは有
望な新しい企業が育っていない。また既存の大企業においても画期的な新製品などは生ま
れず、日本国外では業績不振に陥っている企業が多い。このような状況に対して、従来の
経営学にて原因を分析し、グローバル化への必要な要素というものを探る先行研究は見受
けられるが、BGC という従来の経営学の枠組みを超えた企業の分析から得られる知見を
適用するような研究は少なく、その点で本研究は意義があるものと考える。
1─3　本研究におけるBGCの定義
BGC に関しては、先行研究における定義が存在する。先行研究では国際化に至るまで
の年数と、その国際化の度合い、つまり売上高の海外市場での比率によって定義されてい
るものが多いが、その年数や割合は研究者毎に異なっている。しかし国や業界によって国
際化までの期間の長短は異なるものであり、このような年数などではなく、共通の要素で
定めるのが妥当であり、それは創業時からの明確なビジョンの有無や国際性の有無であ
る。これに沿った定義として、本研究では Oviatt ＆ McDougall（1994, p. 45）の「設立当初
より、複数の国における資源の活用と産出物の販売から競争優位性を構築しようとする」
企業を BGC と定義する。
2　早期国際化要因
2─1　概要
この節では、BGC がどのように早期に国際化するのかについて議論する。
BGC が早期国際化の際に直面する課題として「経営資源の制約」を取り上げる。その
克服のために満たすべき要点として、「資源獲得」と「価値創造」に着目し、両者を満た
す最適な手法を考察する。そのための事例として、中国のスマートフォンメーカー小米を
取り上げる。小米の事例から、創業当初の企業が自社内で保有する資源の制約をどのよう
に克服し、飛躍的に事業規模を拡大させるのかについて論じる。
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2─2　BGCに求められる資源獲得と価値創造
早期国際化の際に BGC が面する課題として第一にとりあげられるのが、「経営資源の
制約」である。BGC は創業間もないため企業規模が小さく、自社内に保有される経営資
源が限られている。そのような状態で、BGC は市場の不確実性を克服し、市場内で自社
優位のポジションを構築していかなければならない。ここでいう「市場の不確実性」と
は、「未知の市場へ進出する海外市場の不確実性」（中村, 2015, p. 7）である。克服のために
は、現地市場で通用する自社独自の資源の開発（価値創出）と、その価値を現地市場で円
滑に提供する仕組みを構築するための資源の獲得（資源獲得）が求められる。しかし、保
有する経営資源が限定される BGC にとって、自社だけで上記 2 点を早期に実現すること
は難しい。そこで、BGC がこうした制約を克服して早期に国際化するための手法として、
外部連携をとりあげる。
2─3　外部連携
外部連携は、BGC における「必要な資源（価値）の創出と獲得」に焦点を置いている。
必要な資源を自社のみで賄えない場合、それらを外部から調達する、あるいは、外部との
相乗効果によって新規資源を創出する、ということである。「BGC は、外部環境との相互
作用によって価値創出、資源獲得を測る」（中村, 2015, p. 56）。ここでは、その外部連携のあ
り方を、その目的別に、（1）サプライチェーンの構築、（2）バリューチェーンの強化、
（3）エコシステムの構築、の 3 点にわけて論じる。
2─3（1）　サプライチェーンの構築
サプライチェーンとは、「ビジネスは一企業内か、企業間を超えるモノの流れは資材調
達から加工・仕上げ組立・物流・販売をえて最終顧客への納入までの供給オペレーション
の連鎖」（今岡, 2008）である。これを参考に我々は、外部連携によるサプライチェーンの
構築を、自社の製品、サービスを最終消費者に提供するための一連の流れの構成要素とな
る、製品開発、製造、販売などの各職能の一部を外部に委託（アウトソース）する動きと
とらえた。BGC は資源の制約から自社のみでサプライチェーンにおける全機能を獲得す
ることが難しい。そこで、自社が強み（コア・コンピタンス）をおく一部の企業活動に資
源を集約させ、その他の活動は提携相手に委ねることが有効になる。ここで参考にしたい
理論として、バリューチェーン統合論を述べる。バリューチェーン統合理論とは、「企業
（特に破壊的イノベーションを起こす新企業）が競争に勝ち抜くために、どの企業活動
（あるいは業務）を社内で行い、どの企業活動を業者やパートナーに委託するか考慮する
こと、また企業は顧客が非常に重視しているか、あるいはこれから重視しそうな特性に影
響を与えない営みであればアウトソースしてもよい」（Christensen ＆ Raynor, 2003, pp. 153─
106
156；Christensen, 2005, pp. 27 ─30）という考え方である。これを基に、我々は自社が強み（コ
ア・コンピタンス）をおく一部の企業活動に資源を集約させ、その他の活動は提携相手に
委ねることで、資源制約を克服し、自社が創出する価値を最大化できると考えた。
2─3（2）　バリューチェーンの強化
バリューチェーンにおける機能強化とは、外部から資源を調達することで、バリューチ
ェーンを構成するある職能から生み出される価値を増加させることである。バリューチェ
ーンとは、「垂直的に連鎖する事業活動の総体」（Barney, 2003 邦訳, p. 241）「コストのビヘイ
ビアおよび差別化の現存または潜在の源泉を理解するために会社を戦略的に重要な活動に
分解したもの」「主活動と支援活動に分類される。主活動には、購買物流、製造、出荷物
流、販売・マーケティング、サービスがあり、支援活動は、全般管理、人事・労務管理、
技術開発、調達活動である」（Porter, 1985 邦訳, pp. 45─49）。つまり、自社の強み（コア・コ
ンピタンス）を強化させるために、外部から資源を調達することが重要であると我々は考
えた。ここで参考として、GNT（グローバルニッチトップ）企業の外部資源の活用用途
をとりあげる。GNT 企業とは、ニッチな分野に特化して経営資源を投入することで、国
際市場にて競争優位を構築する企業のことである。平成 26 年、経済産業省は国際市場の
開拓に取り組んでいる企業のうち、ニッチ分野において高いシェアを確保し、良好な経営
を実践している企業を「グローバルニッチトップ企業 100 選」として選定した。早期国際
化という点では BGC とは異なるが、限られた資源の中、グローバル化を果たし国際競争
力を構築するという点では GNT 企業は BGC の考察をする上で参考になる。経済産業省
の調査によると、「市場シェア」を高めるための取り組みとして「卓越した技術力を活か
し、競合他社が追随不可能な新製品で新市場をつくる」と GNT 企業の 7 割が回答した。
また、GNT 企業の売上高対研究開発比率に関しては 5％と、製造業平均 4.4％に対し高い
数値を占める。更に、79.0％が顧客との共同開発、60.0％が大学・研究機関との共同開発
を行っている（経済産業省, 2013, pp. 7─9）。以上から、GNT 企業は、バリューチェーンの中
でも特に研究開発に注力していること、その中では外部連携による共同開発が特に重要視
されていることが読み取れる。ここから、自社が注力している領域においてより効果的に
価値を創出するために、外部連携によって自社外の経営資源を積極的に取り入れていると
いうことがわかる。
2─3（3）　ビジネス・エコシステムの構築
ビジネス・エコシステムとは、「企業や企業の顧客、供給者にインパクトを与え得る、
組織、機関、個人のコミュニティである。これらのコミュニティは、補完事業者、供給
者、規制機関、標準化団体、裁判所、研究教育機関を含む」（Teece, 2007, pp. 1319─1350）。そ
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の特徴は、「①ビジネスを構成するプレイヤー企業の種類が多様であること、②高い水準
で相互依存するものの、間接的な取引を主とする自律した企業群が、その運命を共有して
いること、③生態系と同様にプレイヤーの企業が参入し共生する仕組みとビジネス・エコ
システム全体との健全性の間には相関関係があるということ」（椙山・高尾, 2011, pp. 4─16）
である。バリューチェーンとの違いは、ネットワーク外部性を有するプラットフォーム
が、企業間を取り結ぶ媒体として機能しているかどうかにある。「バリューチェーンとビ
ジネス・エコシステムは、同じ企業を内包するが、ビジネス・エコシステムはネットワー
ク外部性を有する点でバリューチェーンと異なる」（森田, 2015, p. 39）。ここでいうプラット
フォームとは、「一つのシステムが一社またはそれ以上の企業が製造するパートで成り立
っているとき、このようなシステムの核として機能し、そのときにこそ価値が最大化する
ような基盤製品のこと」（Cusumano 2004 邦訳, p. 112）である。また、ネットワーク外部性と
は、「同じネットワークに参加するユーザーが多いほど、そのネットワークに参加するユ
ーザーの便益が高まること」（Farrel ＆ Saloner, 1985, pp. 70─80；Katz ＆ Shapiro, 1985, pp. 424─440）
をさす。
「バリューチェーンを基本とした産業構造であった製品分野で標準化が行われることに
よって、ネットワーク外部性が生じ、ビジネス・エコシステムの構造へ移行する。このと
き、バリューチェーンには見られなかった補完材企業やプラットフォーム企業が出現す
る」（立本, 2011, pp. 60─73）。
以上を踏まえ、自社製品を基盤としたプラットフォームを構築し、そこでネットワーク
外部性を生じさせることで、企業は単なる性能差別化競争から脱することができると我々
は考察した。ネットワーク外部性によって、製品の利用者が増やすことで製品自体の価値
を高めることができ、製品自体の価値がその製品性能の高さのみに決定されなくなるから
である。先ほどの GNT に関する記述では、特定領域に資源を集中投下し、独自の高性能
な製品開発を BGC も志向する可能性があることを示した。これが正である場合、自社の
強みとする領域にできるだけ多くの経営資源を投下することが、BGC には求められる。
その場合、保有経営資源の多寡がその成果に与える影響は比較的大きいと考えられる。ま
た、自社製品の性能を向上させることだけに集中してしまうと、一旦市場で求められる性
能水準が満たされた場合、性能向上に伴う市場における製品価値の向上にも限界が生じて
しまうこともあるだろう。以上から、資源制約を課題とし、差別化を主な競争戦略とする
BGC にとって、性能向上とは異なる方法で自社製品の価値を増大できる独自のエコシス
テムの構築は重要であると我々は考える。
2─4　事例紹介　小米（シャオミ）
ここで、外部環境との連携と ICT 技術の活用によって「資源獲得」と「価値創出」を
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実現した BGC の事例として、小米を取り上げる。
小米（シャオミ）は 2010 年に設立した、中国における振興スマートフォンメーカーで
ある。「創業からわずか 4 年後の 2014 年に Apple、Samsung、Lenovo、Huawei 等の名だ
たる競合を抑えて中国国内の販売台数でトップとなり、世界シェアでも Apple、Samsung
に続く 3 位（第 3 四半期実績）にランクインしグローバルプレーヤーと肩を並べた」（み
ずほ銀行産業調査部, 2014, p. 1）。
2─4（1）　小米のサプライチェーンの構築
小米は本業であるスマートフォンの製品設計、生産、物流などのサプライチェーンの各
機能の全てをアウトソースし、必要な経営資源を自社が強みとするソフトウエアの開発に
集中させている。「第 1 世代『小米』機の登場から、そのサプライチェーンには、クアル
コム、サムスン、LG、大立光など、アップルの OEM メーカーが並ぶ。小米はソフトと
アプリケーションの開発しかせず、ハード設計と生産はすべてアウトソースしているた
め、高額なハード研究開発費が要らない」（東洋経済オンライン, 2013, p. 6）。
「物流は凡客誠品という大手 B2C サイトに完全にアウトソーシングしている」（除江東, 
2013, p. 50）。
このように、サプライチェーンにおける各機能をアウトソースすることで、自社でそれ
らを獲得、維持するためのコストを削減できると考える。
2─4（2）　小米のバリューチェーンの強化
小米は、ユーザー参加型、すなわち、ユーザーと連携した製品開発を行うことで、市場
における必要十分のニーズを抽出している。「小米の本業はスマートフォンメーカーであ
るが、それを開発する以前の創業当初の段階から、Android をベースとした自社 OS であ
る『MIUI』を市場に投入している」（みずほ銀行産業調査部, 2014, p. 3）。「MIUI」におけるイ
ンターネット上では、製品開発に関するユーザーからの積極的なアイデアや改善点を収集
し、ユーザーとの積極的なコミュニケーションに努めている。ユーザーから寄せられたコ
メントに対しては、小米のエンジニア一人一人が返信を行い、ユーザーとの交流や意見交
換に努めている。「ユーザーたちの意見を幅広く受け入れるために、小米はユーザーへの
フィードバックを徹底している。小米フォーラムには一日あたり 12 万件の新規投稿があ
るが、うち実質的な内容がある投稿は 8000 件に登る。小米のエンジニアは一人あたり
150 件の投稿に回答しなければならない」（陳宗華, 2014, p. 122）。こうしたユーザーとの製品
に関する積極的な意見交換から成る製品開発は、消費者ニーズの充足といった価値以外に
も、以下 2 つの異なる価値を創出させている。1 つ目は、単一機種の販売による製造コス
トの削減である。「小米は単一機種戦略を採用し、ユーザーとの十分な対話を踏まえた後
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に、求められている必要十分条件を慎重に見極め、製品の種類を絞り込み、機種毎の販売
期間を長く採る戦略を採用している」（みずほ銀行産業調査部, 2014, p. 3）。このように 1 つの
機種を最大現に売り出すことで、多品種を取り扱う際と比較して、製品製造コストを削減
させることができる。「1 つの機種を最大限に売れば、利益を出すのは簡単だ。一方、多
機種戦略を取る他社は、製品が多くなるとサプライチェーン管理コストも増える。小米に
は明らかにこの苦労がない」（東洋経済オンライン, 2013, p. 6）。2 つ目は、ユーザーの小米製品
に対するロイヤリティの向上である。製品開発段階でユーザーの意見を積極的に取り入れ
ること、つまりユーザーに製品開発への「参与感」を与えることで、彼らの小米製品に対
するロイヤリティを向上させている。「小米の成功は、『参与感』を売っていることこそが
一番大きなカギとなる」（新浪科技新浪网, 2015）。
2─4（3）　他社との連携によるプラットフォームの構築
小米は、自社 OS 内にアプリストアを設定し、優れたコンテンツビジネスを手掛ける他
企業との連携を通して、自社独自のプラットフォームを構築している。「小米のビジネス
モデルは、ソフトウェアプラットフォーム（またはカスタマイズした Android システム
の MIUI）に確実に引きとめ、有料コンテンツ、サービス、広告、その他のオンラインで
収益を生み出せるアプローチを介して、ソフトウェアプラットフォームから利益を上げる
ことにある」（TechNode, 2014）。小米は自社プラットフォームの価値を向上させるために、
そのプラットフォーム内部のコンテンツを手掛ける企業と積極的に連携を行っている。
「コンテンツビジネスを担う提携相手として、中国の動画サイトの最大手の優酷土豆（ヨ
ウクトウードウ）、同国インターネット検索最大手百度（バイドウ）の子会社の愛奇芸
（アイチーイー）へ出資を重ね、自社アプリストアの機能を充実させ、ユーザーを積極的
に取り込み、確保している」（みずほ銀行産業調査部, 2014, p. 3）。
こうしたプラットフォーム戦略は、プラットフォームを持たない機器単体の格安メーカ
ーに対し大きな差別化・競争力の源泉となるだろう。
2─5　まとめ
以上では、「資源獲得」と「価値創出」の手段として、小米（シャオミ）の事例を紹介
した。BGC は自社資源の制約を克服するため、外部環境との連携と ICT 活用を通して、
資源獲得と資源節約を実現させている。そしてこれは市場の不確実性への対処を課題とす
る BGC にとって、取り組むことが不可欠な課題である。
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3　企業の持続的競争優位
3─1　概要
本節では、早期国際化を成し遂げた BGC がその後いかに市場において生き残るか、つ
まりどのようにして持続的競争優位を構築していくかを検討する。まず我々は BGC の規
模の小ささや持ちうる資源に関する制約などについて着目し、M. Porter のポジショニン
グアプローチから最適な戦略を考える。そして BGC と同様に保有する経営資源に制約を
抱えながらも焦点差別化戦略により競争優位を構築しているグローバルニッチトップ企業
を取り上げることで、競争優位を生み出す源泉を製品開発におけるイノベーションに見出
した。またどのようなイノベーションが BGC における競争優位構築にふさわしいかを考
察した。
3─2　ポジショニングアプローチ
ポジショニングアプローチとは、ハーバード大学の M. Porter 教授が提唱した競争戦略
論である。企業間格差の源泉を、業界内でいかに有利な地位を獲得するか、ということに
求めるものであり、企業の競争優位を分析する際に外部環境要因を重視する理論である。
Porter は戦略のパターンとして①「コスト・リーダーシップ戦略」、②「差別化戦略」、③
「集中戦略」の 3 つを挙げている。これらを図示すると図 1 の通りである。
①「コスト・リーダーシップ戦略」とは、ライバルよりも相対的に、低コストで製
品・サービスを提供することで、市場価格の決定権を握り、ライバルと価格競争を
しても黒字経営を維持できる体質を目指す戦略である。
②「差別化戦略」とはライバルとは異なるユニークな方法で製品・サービスを提供す
ることで、ライバルよりも大きな価値で提供し、価格プレミアムを要求し高いマー
図 1　三つの競争戦略
出所：ポーター（1995）『競争の戦略』p. 61 より作成
コスト・リーダーシップ戦略
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ジンを取る戦略である。
③「集中戦略」とは特定の顧客層、特定の商品、特定の地域など狭いセグメントに経
営資源を集中する戦略である。絶対的な規模で見劣りしていても、互角ないし優位
に競争できる。
「コスト・リーダーシップ戦略」は、コストを下げるために規模の経済などが重視され、
「差別化戦略」は、付加価値を生み出すために一定の資産が必要になる。そのため保有資
源が乏しく、規模の経済も十分に働かない中小企業である BGC は、これらの戦略を実行
するのは難しい。その反面、限られた資源を特定の市場に集中させる「集中戦略」が
BGC には適している。また「集中戦略」には「コスト集中戦略」と「差別化集中戦略」
の 2 通りがあるが、そのなかでも BGC は「差別化集中戦略」を選択することが適してい
る。なぜならば、BGC は創業初期の企業規模が小さい段階から海外に展開する企業であ
り、そのために各国で他の企業が採算のとれないニッチ市場にて差別化を図りながらも、
世界全体にスケールすることで収益を上げるグローバルニッチ戦略が可能であるからだ。
3─3　テラモーターズの事例
ニッチ市場での戦略的ポジショニングを行った BGC の典型的な事例がテラモーターズ
の事例である。テラモーターズは、公式サイトの事業内容によると「電動バイク・電動三
輪・電動シニアカーの開発・設計・販売」を手がける企業である。特筆すべき点として
は、テラモーターズは設立趣旨書に「Terra Motors は日本が世界に誇る技術分野で、設
立当初からグローバル市場で戦う事を前提に創業された企業です。」とあるように、設立
当初より強烈な海外志向を持っていることである。そのため、はじめから世界市場を狙う
戦略を持っており、まさしくボーングローバル経営を目指している。テラモーターズは設
立してまもなく、他の大企業などと比較しても経営資源が少ないため、競合が参入しにく
い電動バイク市場において上手く差別化を図っている。テラモーターズが電動バイクをタ
ーゲットとした理由として、徳重社長は「新興国ではガソリンが高価な上、排ガス対策も
急がれており、電動バイク市場は大きく成長していく」と述べている。従来東南アジアな
どの新興国では、自動車よりも自動二輪車であるガソリンバイクが圧倒的に普及しており
市場を形成していた。総務省統計局の「世界の統計 2016」によると、インドネシアでは
自動車 1 万 7992 台に対して、二輪車が 7 万 6381 台とおよそ 4 倍、他の国も多くが自動車
よりも二輪車の方が多い（総務省, 2016, p. 154）。このガソリンバイクはホンダやヤマハなど
外資の大手メーカーの「垂直統合」のもとで生産されており、地場企業をはじめとした新
興企業が参入しにくい状況にあった。しかしガソリン価格の高騰や排ガス規制、環境への
意識の高まりから、電動バイクへの需要というものが生まれてきた。電動バイクでは動力
源がガソリンエンジンから、モーターと電池へと替わり、それぞれの部品メーカーによる
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「水平分業」が生じやすくなり、参入障壁は非常に低くなる。また部品点数もガソリン車
の 4 分の 1 と少なくすむため、さらにベンチャー企業の参入の余地は大きくなる。さらに
従来の大手メーカーも電動バイク市場に参入こそしてはいるものの、大手メーカーの優位
性はガソリンエンジン技術にあるため、電動バイクに経営資源を注ぎすぎると既存の事業
とのカニバリズムを起こし、戦略的に自己矛盾をおこしてしまう。特に日本メーカーにと
っては、日本市場では電動バイクはニッチであり、そのようなニッチ市場のために経営資
源を投入しにくい。
このようにテラモーターズは自社に優位性があり、他社の参入がしにくい市場を選び、
そこに戦略的に資源を投入しているのである。
3─4　ニッチトップからグローバルニッチトップへ
前項ではどのような市場を選び競争優位を構築していくかということを検討したが、本
項では選んだ市場においていかに競争優位を構築するかという点で検討を重ねたい。ここ
では、本論文 2─3（2）で取り上げたグローバルニッチトップ企業（GNT 企業）を再度参
考にしたい。
経済産業省の分析によると、100 選企業が GNT 企業となった経路は、（1）国内で汎用
品を生産（下請け）、（2）国内でニッチに特化（焦点差別化）、（3）海外に進出して GNT
化というパターンが多い（経済産業省, 2014, p. 5）。これは鈴木・難波・福谷（2013）が示すグ
ローバルニッチトップ企業へのルートにおけるルート①である（図 2）。
（1）国内で汎用品を生産というのは、主として特定大企業の下請けなどとして高品質製
品部品作成能力を練磨、特定顧客に提案していく。このような中で大手顧客からの引き合
図 2　グローバルニッチトップ企業へのルート
出所：難波・福谷・鈴木（2013）『グローバル・ニッチトップ企業の経営戦略』
東信堂より作成
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いなどで潜在ニーズ対応製品部品を研究開発し、（2）国内でニッチに特化（焦点差別化）
する。結果、模倣困難な資源が蓄積され、（3）海外に進出して GNT 化を果たす。
また前述した通り、「市場シェア」を高めるための取り組みとして「卓越した技術力を
活かし、競合他社が追随不可能な新製品で新市場をつくる」と 7 割の企業が回答した。ま
た、GNT 企業になる過程で苦労したことという質問には 8 割の企業が「優れた製品を開
発すること」と回答している。（経済産業省, 2014, pp. 7─8）。以上のアンケート結果に示され
るように、GNT 化には製品開発面でのイノベーションが重要なのである。
3─5　破壊的イノベーションによる新市場創造
前項までで、組織規模の小ささから自社内で活用可能な資源に量的制約がある中小企業
は、活用できる希少な資源を一市場の一定のセグメントに集中投資することで「イノベー
ション」を引き起こし、そのセグメント内で競合に対するパイオニア的な競争優位を確立
していく「焦点差別化戦略」が有効であると述べた。次いで本項では、中小企業がこうし
たグローバルニッチ戦略を効果的に実現させていく際に求められる「イノベーション」の
あり方を模索していく。
まず本論文では、イノベーションを広義に「新たな顧客価値を想像する製品やサービス
を生み出し提供するための企業内のあらゆる活動」と定義し（小川・西岡, 2012, p. 186）、そ
の上で、Christensen による「性能指標の連続性の有無」といった分類軸に基づき、①持
続的イノベーション（性能指標の連続性があるもの）と②破壊的イノベーション（性能指
標の連続性がないもの）の 2 つに分類した。①持続的イノベーションとは、「性能指標は
主要市場におけるメイン顧客が今まで評価してきた性能評価がすべての基準となり、その
指標に従って既存製品の性能を向上させる新しい価値を提供するもの」であり、「既存の
性能指標に満たされない顧客が、その性能の更なる改善に金銭的対価を支払う限り引き起
こされる意義があるもの」とされている（山名, 2015, pp. 42─43）。一方で、②破壊的イノベ
ーションとは、「顧客が既存の性能改善に金銭的対価を払わなくなるような「過剰満足」
または「無消費者 / 無消費の状況」にある際に、シンプル、低価格など異なる価値提案
によって破壊的なインパクトをもたらすもの」である（山名, 2015, pp. 42─43）。
今回注目したいのが破壊的イノベーションである。Christensen によると、破壊的イノ
ベーションは以下の 6 ステップで構成されている（Christensen, 2001, pp. 77─83）。
①破壊的技術は、まず既存企業で開発される
②マーケティング担当者が主要顧客に意見を求める
③実績ある企業が持続的技術の開発速度を上げる
④新会社が設立され、試行錯誤の末、破壊的技術の市場が形成される
⑤新規参入企業が上位市場へ移行する
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⑥実績ある企業が顧客基盤を守るために遅まきながら時流に乗る
各ステップの詳細な説明は省くが、ここで重要なことは、破壊的イノベーションは、企
業規模が小さい新興企業だからこそ合理的に活用可能である、競争優位確立のための戦略
の一つであるということだ。
組織が活用できる経営資源の総量は、企業規模の大小によって決定されるところが大き
い。つまり、中小企業は大企業と比較して企業規模が小さい分、活用できる経営資源の総
量が限定的であるといった、企業規模から生じる「規模の劣位性」を、大企業に対して有
していることになる。こうした「規模の劣位性」を、ニッチ市場における焦点差別化戦略
等、希少な資源の有効活用によって克服していくことが、中小企業の競争優位獲得にとっ
て重要な課題であることは前項で述べた。しかし、破壊的イノベーションの担い手の観点
から中小企業を捉えた場合、その適合性はその組織の小規模性に依拠することができると
筆者らは考える。コスト面などにおいては規模の経済性が働く大企業に対してディスアド
バンテージをもつものの、破壊的イノベーションなどの面ではその規模の小ささがアドバ
ンテージとなるのである。
BGC をはじめとした中小企業はこうしたアドバンテージの活用によって、破壊的イノ
ベーションを創出し、自社の市場領域、事業収益を拡大させることで、活用可能な経営資
源の量的制約といった「規模の制約」を克服できると考えられる。
4　まとめ
4─1　本研究における結論
我々はこれまでの研究から、BGC はその企業規模に伴う資源の制約を克服するために、
逆にその企業規模を活かした戦略を採用しているということを、結論として導き出す。そ
してそれが成立する必要条件として、ICT（情報通信）技術などを活かした外部環境との
連携と、資源を有効活用できる能力をとりあげる。
BGC の企業規模の小ささは、資源の制約というデメリットを抱える一方で、逆に組織
的機動力や柔軟性の高さといったメリットもあげられる。ポジショニングアプローチや破
壊的イノベーションの構築理論からは、BGC が、自社優位が発揮されやすいポジション
を市場内に見出し、そこで先端的な独自資源を開発していくことの重要性をよみとれた。
BGC は大企業が参入することを利としないニッチ領域を主要市場とし、そこでの市場変
化をいち早く感知し、自社戦略に落としこむことによって、競争優位を獲得することがで
きる。
そして、その感知から実行までのサイクルをいち早く循環させることができるのも、企
業規模が小さい BGC ならではの利点であり、優位性の構築と維持に不可欠な要素となっ
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ている。
4─2　本研究から考えられる示唆
本研究における示唆として、企業規模の大小に伴う経営資源の多寡は競争優位の構築に
直結しないということがあげられる。BGC は確かに大企業などと比較すると経営資源が
乏しいため、真正面よりぶつかると市場競争に敗れてしまう。しかし BGC はその企業規
模の小ささを逆手に活かし、大企業では採算の合わないニッチ市場に活路を見出す他、ま
たイノベーションにおいても破壊的イノベーションを実践することが可能である。
また早期国際化の節で述べたように、BGC 単体においては経営資源が乏しくとも、外
部環境との連携と ICT 活用によりうまく周囲の経営資源を取り込むことが可能になって
いる。これは経理などのバックオフィス業務のアウトソーシングなどに限らない。例えば
フォックスコン（Foxconn）などの製造受託企業のお陰で生産機能を自前で用意する必要
はなくなり、ディー・エイチ・エル（DHL）のような運輸企業は流通体制の構築を容易
にしてくれる。他にもペイパル（PayPal）のような企業のお陰で国決済は手軽なものとな
り、世界中の相手と取引が容易になった。これらは ICT の発展が背景にあり、 その結果、
様々な経営に必要な要素が独立して世界中に存在するようになった。
今後、BGC 企業の経営戦略を考える際に企業単体の規模にとらわれることなく、いか
に外部との連携を図り周囲の経営資源を活用していくかというネットワークの構築及び活
用する能力を重視していく必要があるのではないだろうか。
4─3　本研究の限界と課題
本研究の課題と限界を以下の 2 つにまとめる。
1 点目として、仮説構築から検証までのプロセスが、理論的考察に終結しがちであった
ことがあげられる。
2 点目として、分析の対象を企業の内部環境のみに限定されていたことがあげられる。
BGC の早期国際化と持続的競争優位の構築は、企業内資源やその活用方法を策定する組
織、事業戦略に終始せず、それが位置する国、地域の社会的あるいは経済的基盤に影響さ
れるところも大きい。たとえば、グローバル化の進展や世界市場経済の統合、ナレッジ・
エコノミーの進展などは BGC の国際化の基盤を構築する外的要因であるが、本研究では
それらは考察の対象には含まれていない。これらの反省点を基に、以降からはより企業の
事例ベースで検証を重ねる他、個々の企業の外的環境と、企業内部との相互作用にも着目
して研究を行っていくことを課題とする。
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